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附則 

私たちのふるさと大崎市には，雄大な自然や，先人が培ってきた実り

豊かな美しい田園景観とともに，これまで先人が培ってきた歴史や連綿と

受け継がれてきた伝統や文化など，自然と人の営みが織りなす多様な景観

が広がっている。 

こうした多様な景観は，私たちに安らぎや潤い，ふるさとへの愛着や

誇りを感じさせるものであり，未来の子どもたちのために引き継いでいく

大崎市の「宝」である。この大崎市の「宝」を引き継いでいくためには，



市民一人ひとりが積極的に景観を意識し，事業者や行政とともに関わるこ

とが大切である。それにより，地域の特性についてさらに理解が深まり，

地域への愛着や誇りの育成につながるものである。 

私たちは，こうした多様な景観を守り，育てるとともに，地域の資源

として再認識し，一層の愛着と親しみ，誇りを育み，美しい「大崎市」を

創り上げるため，この条例を制定する。 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は，景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」と

いう）の規定に基づく景観計画の策定，行為の規制その他の手続に関

し必要な事項及び本市の良好な景観の形成について必要な事項を定め

ることにより，魅力ある良好な景観の実現を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は，次項に定めるもののほか，法

及び景観法施行令（平成１６年政令第３９８号。以下「政令」とい

う）において使用する用語の例による。 

２ この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定め

るところによる。 

 (１) 景観形成 良好な景観を保全し，又は創造することをいう。 

 (２) 景観計画区域 法第８条第２項第１号に規定する景観計画区域を

いう。 

 (３) 市民等 市内に居住する者，市内で働く者若しくは学ぶ者又は市 

内の土地，建築物若しくは工作物を所有，占有又は管理する者をい

う。 

 (４) 事業者 市内に事務所若しくは事業所を有する者又は建築行為 

等を行おうとする建築主，設計者，施工者をいう。 



 (５) 工作物 建築物以外の工作物で別表第１に掲げるものをいう。 

 (６) 建築物の建築等 建築物の新築，増築，改築若しくは移転，外 

観を変更することとなる修繕若しくは模様替，色彩の変更をいう。 

 (７) 工作物の建設等 工作物の新設，増築，改築若しくは移転，外 

観を変更することとなる修繕若しくは模様替，色彩の変更をいう。 

（基本理念） 

第３条 先人が大切に守り育ててきた，私たちの美しいふるさと大崎市の

景観は，安らぎや潤いのある豊かな生活環境の創造に必要不可欠なも

のであり，市民共通の財産として，次世代に引き継ぐとともに，守り

育て，景観の価値を高めなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は，景観形成に関する施策を策定し，これを実施しなければな

らない。 

２ 市は，前項の施策の策定及び実施に当たっては，市民等及び事業者の

意見が十分に反映されるよう努めなければならない。 

３ 市は，景観形成に関する知識の普及及び意識の高揚を図るため，啓発

その他必要な施策を講じなければならない。 

４ 市は，景観形成を効果的に推進するために，市民等及び事業者の有機

的な連携が図られるよう努めなければならない。 

５ 市は，道路，公園，建築物その他の公共施設の整備等を行うに当たっ

ては，景観形成のために先導的な役割を果たすよう努めなければなら

ない。 

（市民等の責務） 

第５条 市民等は，景観形成に関する理解を深め，景観を市民共通の財産

として認識し，景観形成の活動に積極的に参画，協力するほか，暮ら

しの中で景観形成に寄与するよう努めなければならない。 



２ 市民等は，市が実施する景観形成のための施策に協力しなければなら

ない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は，事業活動に関し，景観形成に自ら努めなければならな

い。 

２ 事業者は，市が実施する景観形成のための施策に協力しなければなら

ない。 

   第２章 良好な景観の形成施策 

    第１節 景観計画 

 （景観計画の策定） 

第７条 市は，良好な景観の形成を促進するため，法第８条第１項に規定

する景観計画（以下「景観計画」という）を定めるものとする。 

２ 市長は，景観計画を定めようとするときは，規則で定めるところによ

り，適切な時期にその内容を公表するとともに，市民等及び当該景観

計画に関係を有する者の意見を反映させるために，公聴会の開催等必

要な措置を講ずるものとする。 

３ 市は，景観計画を定めたときは，法第９条第６項の規定によるほか，

規則で定めるところにより，その内容等について市民等に周知するも

のとする。 

 （景観計画の変更） 

第８条 市長は，景観計画を変更しようとするときは，あらかじめ第２９

条に規定する，大崎市景観審議会の意見を聴かなければならない。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は，景観計画を変更しようとする場合に

ついて準用する。 

    第２節 事前協議 

 （事前協議） 



第９条 法第１６条第１項又は第２項に規定する行為の届出をしようとす

る者は，規則で定めるところにより，あらかじめ市長と協議しなければ

ならない。 

２ 国の機関又は地方公共団体は，法第１６条第１項の届出を要する行為

をする場合には，規則で定めるところにより，あらかじめ市長と協議し

なければならない。 

３ 市長は，前項の規定による協議において必要があると認めるときには，

景観計画に基づき指導又は助言を行うことができる。 

    第３節 景観計画区域に係る良好な景観の形成 

 （届出対象追加行為等） 

第１０条 法第１６条第１項第４号に規定する条例で定める行為は，次に

掲げる行為とする。 

 (１) 土地の開墾，土石の採取，鉱物の掘採その他の土地の形質の変更

（以下「土地の形質の変更」という） 

 (２) 屋外における土石，廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（昭和４５年法律第１３７号）第２条第１項に規定する廃棄物をい

う），再生資源（資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法

律第４８号）第２条第４項に規定する再生資源をいう）その他の物

件の堆積（以下「物件の堆積」という） 

（届出事項等） 

第１１条 第９条第１項及び第２項の規定による届出は，同項に規定する

事項を記載した届出書を提出して行うものとする。 

２ 景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号）第１条第２項

第４号の条例で定める図書は，平面図その他規則で定めるものとする。 

 （適用除外行為） 

第１２条 法第１６条第７項第１１号の条例で定める行為は，別表第２に



掲げる行為とする。ただし，第１７条に規定する景観形成重点地区内で

行う行為を除く。 

２ 景観形成重点地区内における適用除外行為に関し必要な事項は，規則

で定める。 

 （特定届出対象行為の指定） 

第１３条 法第１７条第１項の条例で定める特定届出対象行為は，法第１

６条第１項第１号及び第２号の届出を要する全ての行為とする。 

 （変更命令等の手続） 

第１４条 市長は，法第１７条第１項又は第５項に規定する変更命令等を

しようとするときは，あらかじめ大崎市景観審議会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

２ 前項の変更命令等の手続に関し必要な事項は，規則で定める。 

 （行為完了の報告） 

第１５条 法第１６条第１項の規定による届出をした者は，当該届出に係

る行為を完了し，又は中止したときは，遅滞なく，規則で定めるところ

により，その旨を市長に届け出なければならない。 

 （指導，勧告及び公表） 

第１６条 市長は，行為の届出又は変更の届出があった場合において，当

該届出に係る行為が景観計画に適合しないと認めるときは，必要な措置

をとることについて，規則で定めるところにより，指導することができ

る。 

２ 市長は，法第１６条第３項の規定による勧告のほか，次に掲げる者に

対し，規則で定めるところにより，設計の変更その他必要な措置をとる

ことを勧告することができる。 

 (１) 第９条第１項及び第２項の規定に違反して，事前協議をしない者

又は虚偽の内容により事前協議をした者 



３ 市長は，前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなく当該勧

告に従わなかったときは，規則で定めるところにより，その旨及び当該

勧告の内容を公表することができる。 

４ 市長は，前項の規定による公表をしようとするときは，当該勧告を受

けた者に対し，あらかじめ大崎市行政手続条例（平成１８年大崎市条例

第１５号）第３章第３節の規定の例により，弁明の機会を与えなければ

ならない。 

５ 市長は，第２項の規定による勧告をしようとするときは，あらかじめ

大崎市景観審議会の意見を聴かなければならない。 

    第４節 景観形成重点地区 

 （景観形成重点地区の指定） 

第１７条 市長は，特に景観形成を図る必要があると認める地区を景観形

成重点地区として指定することができる。 

２ 市長は，景観形成重点地区の指定をしようとするときは，あらかじめ

その旨を公告し，その案を当該公告の日から２週間公衆の縦覧に供する

ものとする。 

３ 前項の規定による公告があったときは，景観形成重点地区の区域に係

る住民及び利害関係人は，同項に規定する縦覧期間満了の日までに，縦

覧に供された案について，市長に意見書を提出することができる。 

４ 市長は，第２項の縦覧をしようとする場合において，景観形成重点地

区の指定に関し広く意見を聴く必要があると認めるときは，公聴会等を

開催することができる。 

５ 市長は，重点地区の指定をしようとするときは，あらかじめ大崎市景

観審議会の意見を聴かなければならない。この場合において，市長は，

第３項の規定による意見書の提出があったとき又は前項の規定による公

聴会等を開催したときは，その内容の要旨を大崎市景観審議会に報告す



るものとする。 

６ 市長は，景観形成重点地区の指定に当たっては，当該景観形成重点地

区の区域，良好な景観の形成に関する方針，良好な景観の形成のための

行為の制限に関する事項その他必要な事項を定めるものとする。 

７ 市長は，景観形成重点地区を指定したときは，これを告示しなければ

ならない。 

８ 第２項から第５項まで及び前項の規定は，景観形成重点地区の変更及

び指定の解除について準用する。 

 （重点地区景観計画） 

第１８条 市長は，景観形成重点地区を指定するときは，景観計画に基づ

き，当該地区における景観の形成に関する計画（以下この条において

「重点地区景観計画」という）を定めなければならない。 

２ 重点地区景観計画には，当該景観形成重点地区の特性を生かした景観

形成を図るための理念，目標，良好な景観の形成に関する方針，良好な

景観の形成のための行為の制限に関する事項その他必要な事項を定める

ものとする。 

３ 前条第２項から第８項までの規定は，重点地区景観計画の決定，変更

及び廃止について準用する。 

    第５節 景観重要建造物等の指定等 

 （景観重要建造物の指定） 

第１９条 市長は，法第１９条第１項の規定により景観重要建造物の指定

をしようとするときは，あらかじめ大崎市景観審議会の意見を聴くもの

とする。 

２ 市長は，景観重要建造物の指定をしたときは，これを告示しなければ

ならない。 

３ 前項の規定は，景観重要建造物の指定の解除について準用する。 



 （景観重要建造物の管理の方法の基準） 

第２０条 法第２５条第２項の条例で定める景観重要建造物の良好な景観

の保全のため必要な管理の方法の基準は，次のとおりとする。 

 (１) 景観重要建造物の修繕は，原則として当該修繕前の外観を変更す 

ることのないようにすること。 

 (２) 消火器の設置その他の景観重要建造物の防災上の措置を講ずるこ 

と。 

 (３) 景観重要建造物の滅失及び毀損を防ぐため，その敷地，構造及び 

建築設備の状況を定期的に点検すること。 

 (４) その他景観重要建造物の良好な景観の保全のために必要な措置を 

講ずること。 

 （景観重要樹木の指定） 

第２１条 市長は，法第２８条第１項の規定により景観重要樹木の指定を

しようとするときは，あらかじめ大崎市景観審議会の意見を聴くものと

する。 

２ 市長は，景観重要樹木の指定をしたときは，これを告示しなければな

らない。 

３ 前項の規定は，景観重要樹木の指定の解除について準用する。 

 （景観重要樹木の管理の方法の基準） 

第２２条 法第３３条第２項の条例で定める景観重要樹木の管理の方法の

基準は，次のとおりとする。 

 (１) 景観重要樹木の良好な景観を保全するため，せん定その他の必要

な管理を行うこと。 

 (２) 景観重要樹木の滅失及び枯死を防ぐため，病害虫の駆除その他の 

必要な措置を講ずること。 

 (３) 景観重要樹木の状況を定期的に点検すること。 



 (４) その他景観重要樹木の良好な景観の保全のために必要な措置を講 

ずること。 

   第３章 市民等の景観形成活動 

    第１節 景観づくり市民協定 

 （景観づくり市民協定の締結）   

第２３条 一定の区域内に存する土地，建築物等の所有者及び借地権を有

する者は，その区域の実情に応じた景観形成を図るため，景観形成に必

要な事項についての協定（以下この節において「景観づくり市民協定」

という）を締結することができる。 

２ 景観づくり市民協定には，次に掲げる事項について定めるものとする。 

 (１) 景観づくり市民協定の名称及び目的 

 (２) 景観づくり市民協定の対象となる区域 

 (３) 景観の形成に必要な基準 

 (４) 景観づくり市民協定の有効期間 

 (５) 景観づくり市民協定の廃止又は変更の手続 

 (６) 前各号に掲げるもののほか，景観づくり市民協定の対象となる区

域の景観の形成に関し必要な事項 

（景観づくり市民協定の認定等）  

第２４条 景観づくり市民協定を締結した者は，その代表者から，規則で

定めるところにより，景観づくり市民協定に係る文書（次条において

「景観づくり市民協定書」という）を市長に提出し，当該景観づくり市

民協定の認定を求めることができる。 

２ 市長は，前項の規定による景観づくり市民協定書の提出があった場合

には，当該景観づくり市民協定書を審査し，その内容が景観形成に寄与

し，かつ，規則で定める要件に該当するものであると認めたときは，当

該景観づくり市民協定を認定することができる。 



３ 市長は，前項の規定による認定をしたときは，その旨を告示しなけれ

ばならない。 

４ 景観づくり市民協定を締結した者が，当該景観づくり市民協定を廃止

し，又は変更したときは，その代表者がその内容を市長に届け出なけれ

ばならない。 

５ 市長は，第２項の規定による認定を受けた景観づくり市民協定につい

て前項の規定による廃止の届出を受理したとき又はその内容若しくは運

用が，景観形成を図る上において適正でなくなったと認めるときは，第

２項の規定による認定を取り消し，その旨を告示するものとする。 

    第２節 景観協定 

 （景観協定の締結） 

第２５条 法第８１条の規定により，景観計画区域内の一団の土地（公共

施設の用に供する土地その他の政令で定める土地を除く。）の良好な景

観づくりを推進するための協定（法第８１条に規定する景観協定をいう。

次条において同じ）を締結した者は，規則で定めるところにより，景観

協定に係る文書（次条において「景観協定書」という）を定めなければ

ならない。 

 （景観協定の認可） 

第２６条 景観協定を締結した者は，規則で定めるところにより，景観協

定書を市長に提出し，その認可を受けなければならない。 

２ 市長は，前項の規定による景観協定書の提出があった場合には，当該

景観協定書を審査し，その内容が景観形成に寄与し，規則で定める要件

に該当するものであると認めるときは，これを景観協定として認可する

ことができる。 

３ 景観協定の内容を変更又は廃止しようとする場合においては，規則で

定めるところにより，市長の認可を受けなければならない。 



４ 市長は，景観協定の内容又は運用が景観形成を図る上で適当でないと

認めるときは，認可を取り消すことができる。 

５ 市長は，第２項若しくは第３項の規定による認可又は前項の規定によ

る取消しをしたときは，その旨及びその内容を告示するものとする。 

６ 市長は，第２項又は第３項の規定による認可をしようとするときは，

あらかじめ大崎市景観審議会の意見を聴かなければならない。 

    第３節 表彰及び支援等 

 （表彰） 

第２７条 市長は，景観形成に係る活動その他景観づくりに寄与したと認

められる行為を行った市民等を表彰することができる。 

２ 市長は，前項に定めるもののほか，景観形成に寄与していると認めら

れる建築物その他のものについて，所有者，設計者，施工者等を表彰す

ることができる。 

３ 市長は，前２項の規定による表彰をしようとするときは，あらかじめ

大崎市景観審議会の意見を聴かなければならない。 

 （支援等） 

第２８条 市長は，景観形成の推進に必要があると認めるときは，景観形

成に努める者又は団体に対し，専門家の派遣，情報の提供，技術的助言，

支援その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

   第４章 大崎市景観審議会 

 （審議会の設置） 

第２９条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項

に基づき，大崎市景観審議会（以下「審議会」という）を置く。 

２ 審議会は，この条例の規定により定められた事項を審議するほか，市

長の諮問に応じ，景観形成に関する重要事項を調査審議する。 

 （組織） 



第３０条 審議会は，景観形成又は保全に関する識見を有する者のうち，

市長が委嘱する委員で組織する。 

２ 委員の任期は２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残

任期間とする。 

３ 前２項に定めるもののほか，審議会の組織及び運営に関し必要な事項

は，規則で定める。 

   第５章 雑則 

 （委任） 

第３１条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事

項は，規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，令和３年１０月１日から施行する。



別表第１（第２条関係） 

１ 垣（生垣を除く。），さく，塀，擁壁その他これらに類するもの 

２ 煙突，排気塔その他これらに類するもの 

３ 高架水槽，冷却塔その他これらに類するもの 

４ 彫像，記念碑その他これらに類するもの（屋外広告物法（昭和

２４年法律第１８９号）第２条第１項に規定する屋外広告物

（以下「屋外広告物」という）を除く。） 

５ 観覧車，飛行塔，メリーゴーランド，ウォーターシュート，コ

ースターその他これらに類するもの 

６ コンクリートプラント，アスファルトプラント，クラッシャー

プラントその他これらに類するもの 

７ 石油，ガス，液化石油ガス，穀物，飼料等を貯蔵し，又は処理

する施設 

８ 汚水処理施設，汚物処理施設，ごみ処理施設その他これらに類

するもの 

９ 電波塔，記念塔，物見塔その他これらに類するもの（屋外広告

物を除く。） 

１０ 屋外広告物を掲出する広告塔，広告板等（屋外広告物の掲出部

分を除く。） 

１１ 柱類（屋外広告物を除く。） 

１２ 太陽光発電施設等 

１３ 風力発電施設等 

 

 

 

 



別表第２（第１２条関係） 

１ 建築物の建築等で，当該建築物の高さが１０メートル未満で，

かつ，当該建築物の延べ面積（増築にあっては，増築後の延べ

面積）が１，０００平方メートル未満のもの 

２ 建築物の増築又は改築で，当該行為に係る部分の延べ面積が１

００平方メートル未満のもの（建築物の高さを増加する増築を

除く。） 

３ 建築物の増築，改築又は移転で，外観の変更を伴わないもの 

４ 別表第１の１の項から１１の項までに掲げる工作物の建設等

で，建築基準法第６条第１項の規定による確認(以下「建築確

認」という)を要しないもの 

５ 別表第１の１の項から１０の項までに掲げる工作物の建設等

で，屋外広告物と一体となって設置するもので，当該工作物の

高さ（建築物と一体となって設置される場合は，当該建築物と

の高さの合計）が４メートル未満のもの 

６ 別表第１の１の項から１０の項までに掲げる工作物の建築等

（屋外広告物と一体でないもの）で，当該工作物の高さ（建築

物と一体となって設置される場合は，当該建築物との高さの合

計）が１０メートル未満のもの 

７ 別表第１の１１の項の建設等で，高さが２０メートル未満（工

作物が建築物と一体となって設置され地盤面から当該工作物の

上端までの高さが２０メートル以上の場合にあっては，当該工

作物の高さが１０メートル未満）のもの 

８ 別表第１の１２の項に掲げる工作物の建設等で，当該工作物の

築造面積が１，０００平方メートル未満のもの 

９ 別表第１の１３の項に掲げる工作物の建設等で，当該工作物の



ブレードを含む高さが１０メートル未満のもの 

１０ 既存建築物等の屋上に設置する避雷針，アンテナ類で，設置部

分からの高さが３メートル未満のもの（パラボナアンテナで，

直径が１．５メートルを超えるものは除く） 

１１ 開発行為（法第１６条第１項第３号に規定する開発行為をい

う。以下同じ）で，当該開発行為に係る土地の面積が１，００

０平方メートル未満のもの 

１２ 土地の形質の変更で，当該変更に係る土地の面積が３，０００

平方メートル未満のもの 

１３ 土地の形質の変更で，当該変更により生じるのり面及び擁壁の

高さが３メートル未満のもの 

１４ 物件の堆積で，堆積物の高さが１．５メートル未満，かつ，当

該行為の行われる土地の計画面積が５００平方メートル未満の

もの 

１５ 物件の堆積で，堆積の期間が３月を超えて継続しないもの 

１６ 仮設の建築物又は工作物で設置期間が３月以内のものの新築，

増築，改築若しくは移転又は外観の変更 

１７ 地盤面下又は水面下における行為 

１８ 法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う行為 

１９ 通常の管理行為又は軽易な行為で，周囲の景観を損なうおそれ

のない行為 

２０ 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

２１ その他規則で定める行為 

 


